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研究成果の概要（和文）：本研究で得られた成果は以下の通りである。第一に、Ｊリーグ加盟クラブ（Ｊクラ
ブ）の創出過程においては、各地域の文化的特性や市場環境への適応よりも、Ｊリーグが設定する基準への対応
が先行するといった現象が確認された。第二に、Ｊクラブの中には、経営規模の拡大を目指していく過程で、地
域側から提案された新しいアイデアの採用基準が「収益性」や「広告価値」といった観点に置かれるようになる
といった傾向が確認された。総じて、本研究で取り上げたいくつかの事例からは、リーグやクラブを成長させる
ための合理的な経営判断が、その後の経営的リスクを増大させる可能性を有していることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The findings in this study are as follows. First, J-league (Japan 
Professional Football League) can force football clubs to prioritize the quality standard set by the
 league over the cultural traits and marketing environments of their “hometowns.” Second, new 
ideas for business expansion in some clubs tend to be from the perspective of profitability and 
advertising value rather than problem solving in the community. Considering the theories of 
innovation dilemma, the findings in this study imply that rational decision-making to grow their 
business can increase the business risk for these clubs.

研究分野：スポーツマネジメント
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 サッカーＪリーグの誕生とその後の地域
密着戦略の展開は，わが国における「スポー
ツイノベーション」（スポーツにおけるそれ
までとは違った新しい試みが社会的・経済的
な変化を生み出すこと）の典型例としても位
置づけられている（広瀬，2004；佐野，2007；
原田，2008；山下，2014）．「地域社会と一体
となったクラブづくり」を目指すＪリーグ加
盟クラブ（以下「Ｊクラブ」とする）は，今
日においては単なるスポーツ組織としての
枠を飛び越え，健康・福祉・教育をテーマに
したまちづくりや地域間・国際間の交流（ス
ポーツツーリズム）を推進するための重要な
アクターへと成長しつつある．しかしながら，
全国各地に創出されたＪクラブの中には，Ｊ
リーグ加盟を目指す過程での急速なチーム
強化に加え，短期間のうちに法人化や育成組
織の設置といった運営体制の整備が進めら
れる過程で，ホームタウン内部の諸アクター
（他の地域スポーツクラブや行政，地元企業
等）との関係構築をめぐって困難に直面して
いるクラブが少なからず存在する． 
 加えて，わが国のプロスポーツ研究を概観
すれば，分野間や領域間で「地域」という概
念の捉え方が大きく異なっていることがわ
かる．現場経験者等による実務的アプローチ
（広瀬，2004；武藤，2006；平田，2006；
大坪 2011など）や消費者行動論的アプロー
チ（松岡ほか，1996；藤本・原田，2011；原
田ほか，2013；仲澤・吉田，2015 など）を
中心に展開されてきたスポーツ経営学の分
野では，地域をモノやサービスが取引される
「市場」として位置づける．これに対して，
社会運動論的アプローチ（坂，2003；吉田，
2005；柳沢，2006 など）の文脈で研究が行
われてきたスポーツ社会学や体育経営管理
学の分野では，地域が人々の対話と交流の場，
あるいは住民の自発的活動や協働の拠点と
いった「公共空間」として捉えられている．
つまり，わが国のプロスポーツ研究は，プロ
スポーツ組織の企業的成長（顧客創造）と，
地域住民の自主性・自発性を基点にした地域
スポーツの発展（公共空間の創出）という 2
つの目標の間で矛盾を抱えているにも関わ
らず，これらを脱構築するような研究視座の
整備が十分に進んでいない状況にある． 
 

２．研究の目的 

 プロスポーツ経営と地域スポーツ経営の
間にある矛盾を解消し，プロスポーツクラブ
が地域社会との間に良好な関係性を構築し
ていくためには，どのような方策，あるいは
どのような経営モデルが必要になるのか．本
研究の出発点はこうした疑問にある．これら
の問いに対する答えを得るため，本研究では
プロスポーツクラブの創出および発展の過
程で生じた様々な経営的課題の実態を浮き

彫りにし，これらの現象が生じるメカニズム
についてイノベーションのジレンマ論の観
点から検討することを目的とした． 
 

３．研究の方法 

(1) プロスポーツ経営におけるイノベーショ
ンのジレンマ論の応用 
 上述したプロスポーツ経営と地域スポー
ツ経営の矛盾は，「地域社会と一体となった
クラブづくり」（Ｊリーグ規約第 21条）を目
指すＪクラブの経営にも様々なジレンマを
もたらすことが考えられる．「豊かなスポー
ツ文化の振興及び国民の心身の健全な発達
への寄与」といったＪリーグの理念にも代表
されるように，各クラブは地域の「公共財」
としての役割を果たしていくことが求めら
れている．その一方で，そのほとんどが株式
会社として運営されているＪクラブにおい
ては，企業としての責任を果たしていく過程
で，重要視すべき顧客のニーズや競合組織，
評価すべき人材を明確に定義しながら，一つ
一つの仕事に優先順位をつけていくことが
必要になってくる． 
 こうした企業の価値基準をめぐるジレン
マの問題は，Christensen（1997）を中心と
しながら展開されてきた．その他にも，イノ
ベーションに適した組織選択をめぐるジレ
ンマ（Wilson，1966；Zaltman et al.，1973
など），さらには組織や産業の成熟化の過程
で生じる生産性と創造性のトレードオフを
めぐるジレンマ（ Abernathy， 1978；
Utterback，1994）など，経営学や組織論の
分野ではイノベーションに関わるジレンマ
の問題が数多く取り上げられ，その実態やメ
カニズムを明らかにすることが目指されて
きた．一方で，プロスポーツ経営の分野にお
いて，これらの知見を踏まえた分析・検討を
試みている研究は皆無に等しい状況にある． 
 プロスポーツ経営と地域スポーツ経営の
間にある矛盾や葛藤の脱構築を可能にする
新しい分析視座を確立させるためには，まず
Ｊクラブと地域社会の関係構築をめぐる諸
問題の抽出を行った上で，先述したイノベー
ションに関わるジレンマの知見がプロスポ
ーツ研究にどのような形で援用することが
可能であるのかといった点を検討し，その素
地を築く必要があった．したがって，本研究
では，予備調査（文献調査と関係者への聞き
取り調査）と本調査（ケーススタディ）とい
う二つの段階を設定し，上述の課題に関する
分析・検討を試みることとした． 
 
(2) 予備調査 
 本研究の第一段階（予備調査）として，Ｊ
クラブと地域のステークホルダーとの関係
性に注目し，これらの関係性をめぐる問題が
いかなる形で表面化しているのかといった
点について，文献調査さらには 5つのＪクラ
ブの関係者に対する聞き取り調査を行った．



その結果，①Ｊリーグへの新規参入に伴う乖
離，②ホームタウンの拡大や活動拠点の移転
に伴う乖離，③パートナーシップの解消，と
いう 3つの現象が浮かび上がった． 
 
(3) 本調査 
 第二段階（本調査）では，上記の予備調査
で浮き彫りになった 3つの現象を踏まえ，こ
れらの典型的事例をそれぞれ選定し，これら
の事例に関するケーススタディを実施した．
分析の過程では，フィールドワークを通じて
得られたＪクラブ関係者，およびクラブを取
り巻くステークホルダーに対するインタビ
ュー記録，文書資料（事業計画書，サポータ
ーカンファレンス議事録，その他の提供資料
等），その他の二次資料（新聞・雑誌・イン
ターネット記事等）を使用した． 
 
(4) 事例の概要 
 第一の事例（事例 1）では，Ｊリーグへの
新規参入を果たしたクラブが陥るジレンマ
に関する検証を行った．特に，2000 年代以
降は，サッカーがあまり盛んではない地域，
あるいはそれまでプロスポーツ組織がほと
んど活動を展開してこなかった地域にＪク
ラブが創出されるといった事例も多く確認
されるようになっている．こうしたプロスポ
ーツ後発地域においては，クラブと地域社会
の間で様々なコンフリクトが生じやすくな
ると考えられる．したがって，本研究におけ
る対象事例も，2014 年のＪ３リーグ開幕以
降に新規参入を果たしたＪクラブとした． 
 第二の事例（事例 2）では，ホームタウン
拡大に伴う活動拠点の移動がもたらすジレ
ンマの実態について検証を行った．2002 年
FIFA ワールドカップ日韓大会以降にＪリー
グに加盟し，Ｊリーグへの昇格を契機にその
中心的な活動拠点を移転させたという経緯
をもつクラブを対象事例として選定した．
2002 年以降にＪリーグ加盟を果たしたクラ
ブを対象とする理由は，この時期に創出され
たクラブの多くが，大企業サッカーチームか
らの移行や FIFAワールドカップの開催に伴
う大規模なスタジアム建設等の背景をもた
ない市民クラブであったという点が挙げら
れる．これらのＪクラブは地域社会との関係
性のあり方が，クラブの収益にそのまま直結
することが多く，それゆえにクラブの活動拠
点を設定する（移転させる）際の経営判断が
より困難を極めることが予想された． 
 第三の事例（事例 3）では，地域スポーツ
クラブとＪクラブの間に構築されたパート
ナーシップが解消されたという事例に対す
るアプローチを行った．ここではＪクラブ側
の視点ではなく，プロスポーツクラブとのパ
ートナーシップを構築するといった選択を
行った地域スポーツクラブに生じた変化に
焦点を当てることで，プロスポーツ経営と地
域スポーツ経営の間にある矛盾や葛藤の構
図をより鮮明に描き出すことを試みた． 

４．研究成果 

(1) プロスポーツ後発地域におけるＪリーグへの新規参入 
 事例 1においては，全国一律で設定される
スタジアム基準（座席数や照明等）や育成組
織（ジュニアユース・ユースチーム）の設置
義務といった内容が，特にプロスポーツ後発
地域のＪクラブにおいて様々な矛盾や葛藤
をもたらしているという現状が浮き彫りに
なった．プロスポーツ後発地域では，サッカ
ーやプロスポーツに金銭を支払う文化が定
着していないだけではなく，練習グラウンド
やスクール事業の活動拠点を確保していく
こと自体が困難な状況にあり，また選手育成
にかかる時間的・経済的コストもプロスポー
ツ先発地域のそれと比べてより大きくなり
やすいといった特徴が確認された．また，現
時点では育成組織の設置やスタジアム整備
に対する地域ニーズが明らかに存在してい
ない状態にあっても，上位カテゴリ（Ｊ１リ
ーグやＪ２リーグ）への昇格を可能にするた
めにこれらの投資を実行していくことが求
められていた．つまり，本研究において，Ｊ
クラブは自らが活動を展開するホームタウ
ンの地域的な特徴や市場環境の特性を把握
しながらも，Ｊリーグによって提案された画
一的な成長プロセスに，自らを適合させなけ
ればならないといった状況に直面する場合
が少なからずあることが明らかとなった． 
 
(2) ホームタウンの拡大および活動拠点の移転 
 事例 2の対象となったＪクラブは，人口一
万人以下の小規模な地域（Ａ町）を本拠地と
しながら，クラブ創設からわずか 3年という
期間でＪリーグ（Ｊ２）への昇格を果たした
という経緯を持つＪクラブである．地域内の
諸アクターとの連携を通じて有力スポンサ
ーの不在などといった様々な壁を乗り越え
ていく姿は，地域密着型のプロスポーツ経営，
さらにはスポーツを活用した地方創生のあ
り方に新しい風を送り込む先進的な事例と
しても位置づけられた．他方，Ｊリーグへの
昇格を目指す過程では，Ｊリーグの規定に見
合ったホームスタジアムの確保と経営基盤
の確立を目的としてホームタウンの広域化
が図られ，結果としてその実質的な活動拠点
は，より人口・経済規模が大きな都市へと移
されることになったという経緯がみられる． 
 当該クラブの創出・発展過程を追跡すると，
クラブ発足当初においては，「Ａ町からＪリ
ーグを目指す」という物語（ストーリー）が，
行政機関や観光組合等をはじめとする多数
の団体・企業からの支援獲得を可能にしてい
た様子が確認できる．しかしながら，Ｊリー
グ昇格後における，ホームタウンの広域化を
通じた新規市場開拓の過程では，経営資源の
獲得を可能にしてきたそれまでの物語が，逆
に足枷となってしまうといった傾向もみら
れる．たとえば，当該クラブ関係者の発言か
らは，それまでに確立された「Ａ町のクラブ」



というブランドイメージが，新たな顧客や支
援企業との関係構築を困難にしていたとい
う状況も窺えた． 
 
(3) パートナーシップの構築と解消 
 事例 3の対象となったのは，Ｊクラブとの
間にパートナーシップを構築した経験をも
つ地域スポーツクラブである．当該クラブは
J リーグ開幕に向けた気運が高まる 1990 年
代初頭に，地域からのＪリーグ参入を目指し
て設立され，将来的にはヨーロッパ（多種
目・多世代・多志向）型のスポーツクラブへ
と発展させていくことが目指されたという
背景をもつ．その後，県外で活動を行ってい
た企業サッカーチームの誘致が決定すると，
クラブのジュニアユース・ユース部門は 1996
年の共同運営解消まで，新たに誕生したＪク
ラブの育成組織として機能していくことと
なった．2004 年の NPO 法人化等を経て，
2017 年現在は会員 1,000 名以上を抱える総
合型地域スポーツクラブとなっている．本事
例は，ある特定の地域におけるＪクラブの創
出過程において，地域外部から誘致されてき
た企業サッカーチームと地域内部で創出さ
れたアマチュアクラブという，2 つの異なっ
た発展プロセスをもつ組織を組み合わせる
ことによって，Ｊリーグへの参入が可能にな
った事例でもある． 
 こうしたＪクラブと地域スポーツクラブ
の間に存在する共同運営体制は，数年で解消
されることになるが，ここで第一に注目すべ
きは，パートナーシップ解消直後に，当該ク
ラブが深刻な経営難に陥ったという点であ
る．そこでは経営上の危機に直面しているに
も関わらず「全体のリーダーが存在しない」
「抜本的な改善策を誰も言い出さない，とら
ない」といった状況が生まれていた． 
 また第二に，設立当初はサッカーのみが実
施されていた当該クラブのプログラムが，
2004年の NPO法人化を前後として，テニス
やフィットネス，卓球といったように実施プ
ログラムが多様化し，会員数を大幅に増加さ
せていくといった変化も窺える（2001 年時
点での会員数は 90名）．このように地域住民
の多様なスポーツニーズを掘り起こすこと
が可能になった背景には，当該クラブにおけ
る意思決定構造の変化があったと考えるこ
ともできる．設立当初は市長を会長，県サッ
カー協会会長を副会長におき，理事会にも県
サッカー協会関係者が多数を占めるという
体制であったクラブの意思決定構造が，2000
年以降には元々会員として活動していた人
材，さらにはサッカー関係者以外の人材が理
事会の役員になるなど，次第に組織成員が多
様化していくという傾向がみられた． 
 そして，第三に，当該クラブにおいて地域
住民の参加・参画を促進するための仕組みづ
くりが展開されていく背景には，コンテンツ
ビジネスとしての性質を強めつつあるプロ
スポーツ産業の限界が明確に意識されてい

たという点である．結果的に，当該クラブと
Ｊクラブの事業活動が別々に展開されてい
くことで，プロスポーツ経営と地域スポーツ
経営の間に生じる矛盾が解消されていると
いった評価を行うことも可能である．一方で，
このことは，プロスポーツクラブ単体では，
異なった複数の価値基準を共存させること
が非常に困難であることを物語っていると
考えることもできる． 
 
(4) 本研究の理論的・実践的示唆 
 事例 1では，プロスポーツ後発地域におけ
るＪリーグ参入の過程で，Ｊリーグによって
求められる様々な基準と多様化するホーム
タウンの地域特性（市場環境）との間に生じ
る齟齬が拡大しつつある現状が明らかとな
った．また，事例 2では，それまでのクラブ
のブランドイメージを構築してきた物語が，
その後の市場拡大の機会においては逆に「足
枷」になってしまう可能性が示唆された．さ
らに，事例 3では，プロスポーツクラブの成
長過程で，異なった複数の価値基準を共存さ
せていくことの困難さが浮き彫りになった． 
これら 3つの事例から得られる示唆はそれ
ぞれまったく異なったものであるように見
えるが，いずれも「リーグやクラブを成長さ
せるための合理的な経営判断が，その後の経
営的なリスクを生み出すという可能性」を示
しているという点で共通している．以下では，
本研究で確認された諸現象と，先行研究にお
いて提示されてきたイノベーションに関わ
るジレンマの知見との関連について検討し
てみたい． 
 第一は，Ｊリーグ全体の理念やサービスを
全国各地に普及・定着させていく過程でみら
れる組織選択の問題である．Ｊリーグ開幕当
初は，首都圏や大都市部に集中していた各ク
ラブのホームタウンも，時間の経過とともに
人口規模や経済規模，文化的特性が多様化す
る方向に進んでいる．その過程では，放映権
や商品化権を一括管理するＪリーグの中央
集権的な組織構造やクラブライセンス制度
といった様々な仕組みが，リーグ理念の普
及・定着やそこで提供されるスポーツサービ
スの品質維持において重要な役割を担って
きた．その一方で，本研究では，こうした仕
組みが特にプロスポーツ後発地域における
ジレンマの原因となっている側面も存在す
ることが明らかとなった．イノベーションを
スムーズに実行するためには，組織の集権化
や公式化の度合いを高めていくことが有効
であるとされてきた一方で，こうした組織構
造が逆に新たなイノベーションにつながる
提案を阻害する要因にもなり得ることが報
告されてきた（Wilson，1966；Zaltman et al.，
1973）．Ｊリーグによる規制の中にあっても，
各クラブには一定の創意工夫の余地が存在
しているという意味では，Ｊリーグ全体の仕
組みが，Ｊクラブと地域社会の乖離現象を引
き起こす原因になり得るのかどうかを現時



点で結論づけることは難しい．しかしながら，
Ｊクラブの創出過程においては，各地域の文
化的特性や市場環境への適応よりも，むしろ
Ｊリーグが設定する基準への対応が先行す
るといった現象が確認された点は注目に値
する． 
 第二は，主要顧客の声に忠実に耳を傾ける
ことがもたらすジレンマの問題である．とり
わけ，事例 2は地域内部の行政や企業，住民
からの支援・協力を獲得するための「ストー
リーテリング」（大野，2010）を着実に実行
し，一定の経営成果を生み出した事例でもあ
る．一方で，巧妙に正当化されてきたイノベ
ーションほど，その正当化のスキームから逃
れることができず，汎用的な理由への転換が
困難になる（武石ほか，2012）．つまり，そ
こではスポーツ組織に対する資源動員の正
当性を獲得することに貢献してきた理由が，
逆に新たなイノベーションの流れを生み出
す際の「足枷」になってしまうといった現象
が起こり得ることを示唆している．これらは
換言すれば，短期的視野に基づくブランディ
ングは，長期的にみれば大きな経営的リスク
をもたらす可能性を孕んでいる，ということ
でもある． 
 また，本研究における一連の調査では，Ｊ
クラブがその経営規模の拡大を目指してい
く過程で，より大きな収益が見込めるハイエ
ンド市場への移行を試みているといった傾
向も確認された．Ｊクラブの中には，その成
長過程において，地域側から提案された新し
いアイデアの採用基準が「収益性」や「広告
価値」といった点に明確化されていくといっ
た変化が生じているクラブもある．本研究で
は，こうした変化の過程で，クラブ関係者の
間にも様々な葛藤が生まれていることも明
らかとなった．すぐれた経営者は，高い利益
率が期待できる高性能製品の市場へと会社
を導くことができる一方で，性能や利益率が
低いローエンド市場へと降りていくという
経営判断を行うことは極めて困難であると
されている（Christensen，1997）．なぜなら，
企業はそれ自体が独立して存在しているわ
けではなく，様々な企業や顧客との間で，重
要視すべき顧客ニーズや競争相手を定義し
ながら，共通の価値基準を有するネットワー
クの影響下で意思決定を行っているからで
ある（宮崎，2000）．「バリューネットワーク」
と呼ばれるこれらの関係性は，企業の能力や
組織構造，企業文化の形成にも多大なる影響
を及ぼすことになる（Christensen，1997）．
これらの議論を踏まえれば，プロスポーツ経
営と地域スポーツ経営との間に矛盾・葛藤が
生じる背景にも，組織内外における価値基準
をめぐる問題のメカニズムが存在している
可能性があると考えてもよいだろう． 
 
(5) 今後の課題と展望 
 本研究で得られた成果の中には，プロスポ
ーツ経営が直面し得るジレンマの実態とメ

カニズムを解明していくための重要な知見
が含まれている一方で，同時にいくつかの課
題が残されている． 
第一に，本研究では，Ｊクラブと地域社会
の乖離現象に関わる 3つの事例をもとにした
ケーススタディの方法が採用された．事例の
選定にあたっては，文献調査および 5つのＪ
クラブへの聞き取り調査がベースとなって
いる．その過程では，クラブの設立年度や経
営規模等にある程度の多様性が確保される
ことが試みられたが，各クラブが直面する経
営課題の実態は，ホームタウンの人口・経済
規模のみならず，行政や企業との関係性やク
ラブの組織文化，経営者の資質や考え方等に
よっても大きく変化するものと思われる．し
たがって，今後もより多くの事例を取り上げ，
分析・検討を行っていく中で，その知見を積
み重ねていくことが求められる． 
 第二に，Ｊクラブ経営の現場においては，
イノベーションのジレンマに関わる既存研
究の知見では必ずしも説明ができないよう
な現象が生じていた．たとえば，Ｊリーグに
よる「規制」が存在する中にあっても，個々
のＪクラブでは日常的な創意工夫を繰り返
す中で，それまでにはなかったような新しい
取り組みを開始するといった動きをみせて
いる場合があった．このような動きが生まれ
てくる背景にも，Ｊリーグで取り組まれてい
る人材育成や組織学習，さらには個々のクラ
ブが形成する企業文化等といったような
様々な要因が影響していると考えられる．ま
た，これまでにも触れてきた通り，市場原理
にもとづく「競争」を前提とした既存研究と
は異なり，プロスポーツ経営においては「公
共性」や「公益性」を追及していくことが強
く求められることになる．こうした状況が各
クラブに様々なジレンマをもたらしている
ということが，本研究における現時点での見
解ではあるものの，実際にはこうしたジレン
マが存在すること自体が，プロスポーツ経営
の特徴であるといった見方もできる．その意
味では，こうしたジレンマの存在が，逆にそ
れまでにはなかった新しいアイデアを生み
出すための一つの土台になっていく可能性
もある． 
 したがって，第三に，今後はこれらのジレ
ンマを乗り越えていくための具体的方策を
検討していくことが特に重要な課題となっ
てくる．この点に関して，今日では「組織ポ
ートフォリオ」（谷本，2001）や「ハイブリ
ッド型スポーツクラブ」（谷塚，2011）とい
った新しい経営モデルが提案されている．し
かしながら，こうした新しい経営のあり方が
実質的に機能していくためには，これらを円
滑に運営していくための財務管理や経営戦
略等の問題のみならず，地域住民の参加・参
画の機会をいかに創出していくのかといっ
た根本的な議論がこれまで以上に活発に行
われていくことが求められる．その意味では，
Ｊクラブのサポーター組織や後援会組織が



展開する地域活動，さらには市民持株会が果
たす今日的な役割についても再検討が加え
られていく必要があるように思われる． 
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